
令和7年度 鎌倉市ウォーターPPP導入可能性調査業務委託 報告書（概要版）

調査結果

現状分析及び課題の対応策案の整理

• R7年度の導入可能性調査(ﾋﾄ・ﾓﾉ・ｶﾈの課題整理/事業ｽｷｰﾑ・ﾘｽｸ分担の検討/ﾏｰｹｯﾄｻｳﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ/効果の評価)の結果、持続型下水道再整備事業(持続型事業)を含む
Lv.4.0(ｺﾝｾｯｼｮﾝ)が、最も市の課題解決に資するｽｷｰﾑであり、かつ市の財政負担の軽減と持続可能な下水道事業運営の実現を両立できるｽｷｰﾑであると判断された。

PPP/PFI手法の比較・検討

現在1年あたり約43名が必要な業務量だ
が、持続型事業で以下の通り増員が必要。

① 市直営で実施する場合→約6名
② 日本下水道事業団(JS)に一部業務

を委託する場合→約4名

1. ﾋﾄの課題整理(ABC分析)

2. ﾓﾉの課題整理(事業ｽｹｼﾞｭｰﾙの整理)

• 市の施設・設備の状況も踏まえて、下記の2ｽｹｼﾞｭｰﾙのﾒﾘｯﾄとﾘｽｸを比較した。
工程①:R11年度にｳｫｰﾀｰPPPを開始する場合(当初の想定ｽｹｼﾞｭｰﾙ)
工程②:R13年度にｳｫｰﾀｰPPPを開始する場合(業務で提案したｽｹｼﾞｭｰﾙ)
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メリット 生じるリスク

工程① 早期の七里ガ浜処理場廃止/包括委託か
らのｽﾑｰｽﾞな移行/早期の事業化による事
業者の関心低下の防止

基本設計前にｳｫｰﾀｰPPPの予定価格を決
めることによる、事業費の上振れ

工程② 基本設計後の価格をｳｫｰﾀｰPPPの予定
価格に反映することによる事業費の上振れ
ﾘｽｸの抑制

七里ガ浜処理場使用期間の延長/包括委
託延長等の措置の検討の必要性/事業者
の関心低下

事業費上振れﾘｽｸが過大になることを懸念し、工程②で進める方針とする。

3. ｶﾈの課題整理(財政ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ)

• 市の将来的な財政状況の把握を目的として財政ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝを実施し、資本費の50%
と維持管理費を使用料収入で賄う場合の、使用料金の改定額を算出した。
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(百万円)

持続型事業に伴う大規模投資/財政負担の増加が見込まれ、有収水量は減少
するため、使用料の段階的な改定は避けられない状況であることを確認した。

1. 検討対象ｽｷｰﾑ

財政ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝの結果(ｺﾝｾｯｼｮﾝ導入あり・物価上昇ありのｹｰｽ)
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• R6年度の「下水道分野におけるウォーターPPP等の案件形成に向けた方策検討（そ
の２）」の結果を踏まえ、下記の3つのｽｷｰﾑを検討対象とした。

ｽｷｰﾑ案②
10年間のｳｫｰﾀｰPPP(Lv.3.5)

※持続型事業は独立

ｽｷｰﾑ案③
7-10年間のｳｫｰﾀｰPPP(Lv3.5)
の後、持続型事業を含むLv.4.0

ｽｷｰﾑ案①
20年間のｺﾝｾｯｼｮﾝ(Lv.4.0)

① 管路の改築更新を平準化しない場合
→ｳｫｰﾀｰPPP開始当初に約20名・
ﾋﾟｰｸ時に約40名

② 管路の改築更新を平準化する場合
→ｳｫｰﾀｰPPP開始後5年で約30名・
  その後の5年で約12名

持続型事業で増員が必要となる人員数 管渠の老朽化対策で増員が必要となる人員数

R11・R16・R21・R26の有収水量当たり改定金額の平均値
• ｺﾝｾｯｼｮﾝ導入なし/物価上昇あり:62円/㎥
• ｺﾝｾｯｼｮﾝ導入あり/物価上昇あり:59円/㎥

ｺﾝｾｯｼｮﾝ有無で
約3円/㎥の差
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：維持管理費と資本費の50%を賄う場合の使用料収入

：維持管理費

：資本費の50%
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PPP/PFI手法の比較・検討(続き)

• 官民のﾘｽｸ分担を検討した結果、持続型事業も含む本事業では、物価変動ﾘｽｸ/事
業期間中の変更契約に係るﾘｽｸ/利用料金変更に係るﾘｽｸ/事業期間の変更に係
るﾘｽｸ/国庫補助金獲得可否に係るﾘｽｸ/七里ガ浜処理場の耐用に係るﾘｽｸ/監理
技術者の長期配置に係るﾘｽｸ/共同企業体の存続に係るﾘｽｸの発生が懸念される。

2. 主軸ｽｷｰﾑの選定

①20年間のｺﾝｾｯｼｮﾝ
(Lv.4.0)

②10年間のｳｫｰﾀ-
PPP(Lv.3.5)

③7-10年間のｳｫｰﾀｰ
PPP(Lv3.5)の後、
持続型事業を含む

Lv.4.0

メリット 再整備と管理運営の一体
化・長期間にわたる事業で、
人員不足・老朽化等の複
雑な課題解決に最も資す
る上、下水道事業全体の
最適化が可能

ｳｫｰﾀｰPPPの事業量の見
込みが立ちやすい

段階的なｳｫｰﾀｰPPP導
入・ｽﾓｰﾙｽﾀｰﾄによるリスク
低減が可能

懸念点/
課題

持続型事業の工程遅延/
民間事業者の役割分担
の適切な設定

廃止予定の施設への過剰
投資/持続型事業への市
の職員数確保と技術的知
見

廃止予定施設の老朽化
対策の必要性/事業期間
の長期化による市の政策
継続性の確保

3. ﾘｽｸ分担の検討

• 3つのｽｷｰﾑ案の中から、市の課題解決への貢献性・持続型事業も含めた全体最適
化の観点で、ｽｷｰﾑ案①を主軸ｽｷｰﾑに選定した。

4. ﾏｰｹｯﾄｻｳﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ調査支援

• 事業者へのﾏｰｹｯﾄｻｳﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ調査の結果、ｽｷｰﾑ案①の実現性・参画意欲について
前向きな意見を一定得られた。

• 事業化に向けては、複数の論点を継続的に検討するべきであるという意見が上がった。
• ﾏｰｹｯﾄｻｳﾝﾃﾞｨﾝｸﾞに際し、市主催の地元展開企業向け意見交換会の支援を行った。

項目 内容

参加企業 全国展開企業20社/地元展開企業5社
(ｻｳﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ回答期限前に実施した地元展開企業向け意見交換会には、9社が参加)

実施方法 ﾌｫｰﾑ・調査票を用いたｱﾝｹｰﾄ(ｱﾝｹｰﾄに回答した全国展開企業14社に追加でﾋｱﾘﾝｸﾞ)

調査内容 鎌倉市及び全国の官民連携事業の実績/持続型事業に関する意見(工程・ﾘｽｸ分担・
担う役割・参画意欲・懸念点等)/スキーム案①に関する意見(工程・実現性・ﾘｽｸ分
担・担う役割・参加意欲・懸念点・代替ｽｷｰﾑ等)/参画体制・他社との協働・ﾏｯﾁﾝｸﾞ・
事業開始時期に関する意見 等

4. ﾏｰｹｯﾄｻｳﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ調査支援(続き)

実現性

実現可能 条件が
整えば
実現可能

実現困難

参
画
意
欲

あり 2社 7社 1社

どち
らで
もな
い

- 3社 4社

なし - - 2社

ｽｷｰﾑ案①に対する回答(全国展開企業)

※1社は無回答のため、上表に反映していない。
※上表にはｱﾝｹｰﾄ結果を反映。ｱﾝｹｰﾄ後のﾋｱﾘﾝｸﾞ時に前
向きな意見に変更する事業者も見られた。

継続的な検討/対応が求められる論点

• 継続的な官民の意見交換の要望
• 柔軟な変更契約が可能な事業条

件の設定(物価上昇への対応/監
理技術者の変更 等)

• 適切な事業期間の検討(事業期
間30年、延長ｵﾌﾟｼｮﾝも含む)

• 地元展開企業の参画形態(負担
の小さい参画形態への要望)

• 官による七里ガ浜処理場のﾘｽｸ負
担への要望

• SPCの出資比率の変更
• 事業理解を深める機会の設定(特

に地元展開企業との密なｺﾐｭﾆｹｰ
ｼｮﾝ)

5. 効果の評価

• ｳｫｰﾀｰPPP導入の定量効果として、事業期間20年の場合5.63%、事業期間30年
の場合5.49%のVFMの発現が見込まれ、その他定性的な効果の発現も見込まれる。

定量効果(VFM) 発現が見込まれる定性的な効果

PSC PFI-LCC

【事業期間20年】
VFM:5.63%

• 雇用・設備投資促進/技術力向上/災
害時のﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ体制の構築/DX・脱炭
素推進/競争環境構築/ﾘｽｸ分担の適正
化/地域経済への貢献 等

PPP/PFI手法の選定

• 調査の結果、スキーム案①の導入可能性が認められるものと判断する。
• 事業化に向けては、再整備から管理運営への円滑な移行を可能とするｽｷｰﾑ構築

/Lv.4.0への移行時のﾘｽｸの低減/公共下水道事業の持続性の担保/地元展開企
業の参画機会の確保について、精査が必要である。

今後の検討予定
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